
一 般 職 員 うち技能労務職員

250 11

248 11 （単位：千円）

26 年 度 25 年 度

26 年 度 25 年 度 26 年 度 25 年 度 26 年 度 25 年 度 2,174,400 1,650,000

3,968,337 4,023,962 2,752,125 2,675,514 212,000 211,000

108,439 113,623 1,723,643 1,659,317 1,228,629 1,743,929

9,080 9,560 5,603,171 5,450,245 3,615,029 3,604,929

28,750 15,808 2,083,943 2,200,917 5,185,761 5,698,783

16,009 23,714 2,083,027 2,200,037 9,761,810 9,441,360

438,752 348,380 916 880 14,947,571 15,140,143

10,439,239 10,326,676 1.54 1.56

17,133 38,367 1,536,483 1,279,080

14,829 13,185 83,326 82,142

5,517,831 5,551,973 1,693,293 1,598,569 500,000 700,000

4,700,722 4,723,840 758,075 757,934 529,850 373,509

817,107 828,124 550,100 135,700

2 9 426,000 30,000 0 39,000

10,345 11,082 2,430,583 2,305,353

10,129,505 10,149,654 56.8 62.0

134,585 133,726 15.0 16.1

228,669 230,805 17,159,024 15,757,520 11.3 13.2

23,198 24,093 1,220,072 890,496 30.5 32.7

3,723,521 3,779,753 92,035 59,742 6.6 5.3

1,236,719 1,047,374 1,219,089 889,115 6.6 5.3

174,659 46,530 補 助 事 業 費 377,419 639,058 0.0 0.0

710 1,030 単 独 事 業 費 817,645 220,057 0.0 0.0

581,500 そ の 他 24,025 30,000

347,341 206,461 983 1,381 491,936 376,301

268,657 310,643 9,716,992 9,739,533 762,650 749,574

1,717,252 1,065,288 補 助 事 業 費 (9,046,240) (9,046,045) 678,997 641,478

単 独 事 業 費 497,000 538,000

670,752 693,488 189,153 174,877

3,210 3,724

 ※ ・ 財 政 力 指 数   ＝ ［基準財政収入額／基準財政需要額］の過去３年間の平均値 → 財政力を示す指数で、１に近くあるいは１を超えるほど財政に余裕がある。

    ・ 実質赤字比率     ＝ 普通会計において生じている赤字の大きさを、標準財政規模に対する割合で表したものであり、この比率が13.39％を超えると早期健全化団体となり、20％を超えると財政再生団体となる。

    ・ 連結実質赤字比率 ＝ 公立病院及び上下水道等の公営企業を含む「地方公共団体の全会計」に生じている赤字の大きさを、標準財政規模に対する割合で表したものであり、この比率が18.39％を超えると早期健全化団体となり、35％を超えると財政再生団体となる。

     ・ 実質公債費比率   ＝ 地方公共団体の借入金の返済額の大きさを、標準財政規模に対する割合で表したものであり、この比率が18％を超えると地方債の発行には都道府県知事の許可が必要になり、25％を超えると一部地方債の発行が制限される。

    ・ 将来負担比率     ＝ 地方公共団体の借入金等現在抱えている負債の大きさを、標準財政規模に対する割合で表したものであり、この比率が350％を超えると早期健全化団体となる。

    ・ 経常収支比率     ＝ 経常一般財源のうち経常経費に充当された割合。財政構造の弾力性を判断するための指標。一般的には75％程度が妥当と考えられ、80％を超えると弾力性を失いつつある。

　　　　　　 　　　　　　（　　　）書きは減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等収入から除いた経常収支比率。
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歳 入 合 計 18,566,316 16,995,357 歳 出 合 計 16,648,016

公 債 費

団 体 名
26.3.31 住 基 人 口

内

訳

福 岡 県 中 間 市

区 分

類 型

元 利 償 還 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

普 通 交 付 税

44,210人 消防職員

面積(ｋ㎡)

公 債 費

43,485人27.3.31 住 基 人 口

18,566,316

670,752

計

平  成  26 年  度  決  算  の  概  要  （ 普 通 会 計 ）

歳 出 の 状 況

地 方 税

区 分

歳 入 の 状 況

Ⅰ－3 027.4.1

22 年 国 調 人 口

44,089人

前 年 度 繰 上 充 用 金

う ち 職 員 給

人 件 費

扶 助 費

一時借入金利子

繰 出 金

補 助 費 等

物 件 費

投資及び出資金貸付金

（ 小 計 ）

投 資 的 経 費

内

訳 失業対策事業費

普通建設事業費

災害復旧事業費

諸 収 入

臨時財政 対 策 債発行可能額

歳 出 総 額

地 方 消 費 税 交 付 金
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歳 入 総 額

18,379,096

187,220歳 入 歳 出 差 引

(一般財源計)除一財振替

積 立 金

基 準 財 政 収 入 額

徴 収 率 （ ％ ）

財政力指数(３年平均)
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0.2

15.725年度
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43,563
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94.7(101.7)
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介 護 保 険 事 業

公共下水道事業

病 院 事 業

上 水 道 事 業

22.1(23.8)

う ち 人 件 費

1.90

93.0(100.1)

100.4

24.1(25.9)

後期高齢者医療事業

国民健康保険事業

24.8(26.6)

災害復旧事業費

財政調整基金積立金 524,400 110,000

繰 上 償 還 金

一 般 財 源 総 額

交通安全対策特別交付金

11,624,681 11,355,889

実 質 単 年 度 収 支 242,354

歳出決算倍率(倍)

財政調整基金取崩し額

(B)

(A)

(B)

(A)


